
 

 

2233年年度度のの主主なな税税制制改改正正ににつついいてて
平成 23年 1月 25日に国会に提出されていた「平成 23年度税制改正法案」のうち、民主・自民・公明の３党
が合意した「改正法案」が６月２２日に成立しました。今回成立したのは、平成 23年 3月末の期限を「つなぎ
法」で 3ヶ月間延長した租税特別措置法等が中心となっています。 
今回の事務所ニュースでは、成立した部分を中心に先送りされた部分も含めて紹介します。 

《所得税関係》 
★年金所得者の確定申告不要制度の創設 

年金所得者の申告手続の負担を軽減するため、公的年金等の収入金額が 400 万円以下で、かつ、年金以外
の他の所得金額が 20万円以下の者について確定申告が不要となります。 
【平成 23年分以後適用】 
 

★確定申告をする義務のある人の還付申告が翌年 1月 1日から可能となります。 
【平成 23年分以後適用】 
※現行では確定申告をする義務のある人は、2月 16日から還付申告ができることになっています。 
 

★上場株式等の譲渡所得及び配当所得の軽減税率適用期限の延長 
上場株式等の配当・譲渡所得等に係る 10％軽減税率が 2年延長されます。 
【平成 25年 12月 31日まで延長】 
※平成 26年 1月からは 20％の本則税率となります。 
 

★所得税の寄付金の税額控除制度創設 
認定NPO法人への寄付について、所得税において税額控除制度（控除率 40％、個人住民税とあわせて 50％
まで）が導入されます。公益社団・財団法人、学校法人、社会福祉法人、更生保護法人への寄付についても

同様の税額控除制度が導入されます。 
【平成 23年分以後の寄付金から適用】 
 

《法人税関係》 
★中小企業軽減税率の延長 
  中小企業（資本金 1 億円以下）の所得金額のうち、年 800 万円以下の金額について適用される軽減税率の
適用期限が延長されました。 
【平成 24年 3月 31日まで現行の 18％が適用】 
 

★雇用促進税制の創設 
  中小企業が、当該事業年度末において前事業年度末と比べて、従業員を 10％以上かつ 2人以上増加させた
場合に、1人当たり 20万円税額控除できる制度が創設されました（大企業は 10％以上かつ 5人以上）。 
【平成 23年 4月 1日から平成 26年 3月 31日までの間に開始する各事業年度】 
※税額控除額は、大企業では、法人税額の 10％を、中小企業では法人税額の 20％を限度とします。 
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★グループ法人税制の見直し 
❶100％グループ内の他の内国法人が次に該当した場合には、その株式について評価損を計上しないことにな
りました。 
① 100％グループ内の他の内国法人が清算中である場合           
② 解散が見込まれる場合 
③ そのグループ内で適格合併により解散することが見込まれる場合 
【平成 23年 4月 1日以後に行う評価替えより適用】 

 ❷適格合併等の場合の欠損金の損金算入に制限が設けられました 
  適用対象から被現物分配法人の自己株式の適格現物分配が除外 
  されます 
【平成 23年 4月 1日以後に行われる適格現物分配】 

《資産課税関係》 
★住宅取得等資金贈与の非課税対象の拡大 
  現行の範囲に、住宅の新築等に先行してその敷地の用に供される土地等を取得する場合における、その土地

等の取得のための資金が追加されました。 
【平成 23年 1月 1日以後の贈与から適用】 
※平成 23年の非課税枠は 1,000万円です。 

  ※原則として贈与の年の翌年 3月 15日までに住宅を取得する必要があります。 
★非上場株式等の納税猶予制度の見直し 
  事業承継税制の適用にあたって、申請会社及びその関係者が風俗営業会社等の株式を一定以上保有してはな

らないとする要件が見直されました。具体的には、関係者の範囲を、「親族等」から、「後継者本人・生計を

一にする親族等」に絞り込みました。 
【平成 23年 6月 30日以後の相続・遺贈又は贈与より適用】 

《消費税関係》 
★免税事業者の要件の厳格化  
  基準期間の課税売上高が 1,000万円以下の事業者のうち前期半年間の課税売上高が 1,000万円超の場合には
免税点制度を適用しないことになりました。この適用に当たって事業者は課税売上高の金額に代えて所得税

法に規定する給与等の支払額の金額を用いることができます。 

 
【平成 25年 1月 1日以後開始事業年度（個人は平成 25年分）より適用】 
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★仕入税額控除の 95％ルールの見直し 

現 行 

非課税売上に対応する課税仕入については、仕入税額控除を認めないのが原則となっています。 
ただし、売上のほとんど（95％以上）が課税売上の場合は、全ての課税仕入について仕入税除を認めて
います。（いわゆる「95％ルール」） 

改正後 

事業者の事務負担に配慮する観点から講じられている制度の趣旨に鑑み、この制度の対象者を 
中小事業者（1年間の課税売上高が 5億円以下の事業者）に限定することになりました。 
【平成 24年 4月 1日以後開始課税期間より適用】 
 
※※課課税税売売上上高高５５億億円円超超のの事事業業者者はは課課税税仕仕入入のの一一つつ一一つつのの取取引引ににつついいてて区区分分がが必必要要ととななるるののでで、、実実務務上上のの

影影響響がが大大ききいいとと思思わわれれまますす。。          

《平成 23年度税制改正法案のうち継続協議
．．．．

とされたもの》 
Ⅰ 所得税関係 
①給与所得控除の改正 
・給与所得控除に上限を設定する。 
・高額な法人役員等の給与に係る給与所得控除を縮減する。 
②退職所得課税の改正 
・勤続年数 5年以下の法人役員等の退職金について、2分の１課税を廃止する。また、退職所得に係る個
人住民税の１０％税額控除を廃止する。 

③成年扶養控除の改正 
 ・成年扶養控除について、成年者は基本的に独立して生計を立てるべき存在であること等をふまえ、控除

を縮減。  
 

Ⅱ 法人税関係                         
①法人税率の引下げ                     
・国税と地方税を合わせた法人実効税率を５％引き下げる   
 このため、法人税率を 30％から 25.5％へ 4.5％引き下げる。 
②繰越欠損金の繰越期間の延長               
・現行 7年を 9年に延長 
③減価償却資産に係る定率法の償却率の縮減                              

・ 当初の改正案では平成 23 年 4 月 1日以後に取得する減価償却資産の定率法の償却率について、定額
法の償却率を 2.0倍した数（現行 2.5倍した数）とすることになってました。  

④中小企業以外の貸倒引当金の廃止 
 
Ⅲ 資産税関係 
①相続税の基礎控除の引下げ 
・現行「5,000 万円+1,000 万円×法定相続人数」である基礎控除を「3,000 万円+600 万円×法定相続人
数」へ引き下げる。 

②相続税の税率の引き上げ 
・最高税率を 55％に引き上げるなど税率構造を見直す。                        
③相続税の未成年者控除、障害者控除の拡充 
・ 1年あたりの控除額を 10万円に引き上げる。（現行は 6万円） 
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④相続税の死亡保険金の非課税の縮減 
・現行「500万円×法定相続人」である死亡保険金に係る非課税枠を「500万円×次のいずれかに該当する
法定相続人」とする。 
イ・未成年者 
ロ・障害者 
ハ・相続開始直前に被相続人と生計を一にしていた者 

⑤贈与税の税率構造の改正 
⑥相続時精算課税贈与の適用対象の拡大 
  相続時精算課税制度について、受贈者に 20 歳以上の孫を追加するともに、贈与者の年齢要件を「65 歳
以上」から「60歳以上」に引き下げる。 

⑦直系尊属からの特例贈与財産の税率の創設 

被災者向け「個人版私的整理指針」が策定されました 
全国銀行協会や法曹界などが、東日本大震災で被災した個人が抱える債務を軽減する際の目安となる指針

をまとめました。 
以下にポイントをまとめてみました。 
・個人や個人事業主が対象 
・第三者機関（主に弁護士など）の承認と、銀行などすべての債権者の同意を条件に、6ヶ月以内に債務免
除の手続きを完了 
・被災者を自己破産させずに生活再建を支援するのが狙い 
・8月 22日から適用 
・債務免除を受けるには 2段階の手続きが必要 

第一段階は、全国銀行協会が出資して作る第三者機関の運営委員会の承認が必要 
第二段階は、第三者機関が債務の免除を認めた後に、すべての債権者の同意を得ることが必要 

・この指針により債務免除を受けた人については、その事実を信用情報機関に記録しないこととする 
・債権者側は損失を被るが債権放棄には無税償却が認められる 
以下に該当する人は対象から除かれます 
① 大震災前に長期の延滞や破産などによってローンの一括返済を請求された人 
② 反社会的勢力に属する人 
③ 消費や賭博で過大な借金をした人 

ああととががきき    

今今回回はは、、６６月月末末にに成成立立ししたた「「2233年年度度税税制制改改正正」」をを中中心心にに掲掲載載ししままししたた。。ささららにに、、今今回回成成立立がが見見送送らられれ、、継継続続
協協議議ととさされれたた部部分分ににつついいててもも、、今今後後成成立立すすれればば影影響響ががあありりそそううなな部部分分もも掲掲載載ししままししたた。。  
そそししてて、、44ペペーージジ目目でではは、、被被災災地地のの復復興興ををははかかるる上上でで懸懸念念さされれてていいたた被被災災者者のの「「二二重重ロローーンン」」対対策策ととししてて「「個個
人人版版私私的的整整理理指指針針」」がが策策定定さされれままししたたののでで、、そそののここととをを紹紹介介ししてていいまますす。。  

【【ニニュューースス委委員員会会】】  
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